
義務教育費国庫負担制度を堅持し、教育の機会均等及び 

水準の維持向上に関する意見書 

 

 国は来年度の予算編成にあたり、「三位一体」改革の議論の中で、義務教育費国庫

負担制度の見直し論を強調しています。 

 この制度は、子ども一人ひとりの教育を受ける権利を保障し、教育水準を保つため、

教員のみならず、学校事務職員や学校栄養職員が互いに協力しあって達成されること

を財政上保障し、地方公共団体の財政能力によって格差が生じないよう法制化された

ものです。 

 財源移譲されれば問題ないとの指摘がありますが、多くの県では財源が確保できず

に、各市町村財政に影響を与えることは必至です。よって、教育の機会均等・教育水

準の維持が困難になることは明らかです。 

 また、学校運営を支えている学校事務職員・学校栄養職員を国庫負担の対象外とす

ることは、義務教育制度の根幹にふれるものであります。 

 さらに言えば、見直し論は、地方と国との相互信頼関係を根底から覆す重大な要因

を含んでいます。 

 よって、教育の機会均等が引き続き確保され、義務教育の国庫負担制度の現状水準

を維持・発展するために義務教育費国庫負担制度の堅持を強く主張します。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 

 

 平成１７年 ６月２４日 

 

山梨県甲斐市議会    

 

提出先 

 文部科学大臣  財務大臣  総務大臣 

 


